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【お食事券を買う】 

食事券販売店情報と購入・利用上の注意点を掲載。不正防止策として、お食事券をご購

入・利用の前に必ず注意点を確認してもらうこととした。 

【お食事券を使う】 

食事券取扱店リストを掲載。取扱店の情報は利便性を高めるために検索条件指定を可能

とした。 

取扱店は日々追加・変更となるため、都度サイトのメンテナンスを実施。 

（事業開始を早めるためサイト構築当時は、取扱店一覧をリストにて掲載とした） 
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【Q＆A】 

一般のお客様向けと飲食店向けとに分けて、Q＆Aを掲載。 

※報告書作成時点ではサイトは限られたページのみを公開している状況であるため、上記掲載のサイトビ

ジュアルはサイトを復元しキャプチャしたもの（10 月末に限られたページのみの公開としたが、テスト環

境上で 10 月末のメンテの一段階前に復元）。
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■アナリティクス情報

PV 数は 2,722 万ビュー以上であった。注目度の高い事業であり、Web サイトが重要な情

報発信元であったことがうかがえる。 

感染症拡大状況に応じて事業変更が複数回行われたが、それに伴う期限等の変更情報など

をこまやかに発信する役目を担うことができた。 
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（１５）問い合わせ対応

■コールセンター開設概要

消費者ならびに飲食店からの問い合わせに対応。また、飲食店へ確認すべきことや通達

すべきことが発生した際にはコールセンターから飲食店へ連絡を行った。 

繁忙状況に応じて人数配置。 

【開設期間】 

令和 2年 9月 23日～令和 3年 12月 24日 

土日祝、年末年始、夏季休暇は除く 10：00～17：00 

※食事券第 1弾完売直前後の混乱を防ぐために、令和 3年 3月 20日(土)と 21 日(日)は

臨時営業 

【対応内容】 

当事業用のマニュアルや FAQを用意し対応したが、想定外の案件も多く、その場合に

は柔軟に対応した。 

飲食店からの主な問い合わせ内容： 

食事券取扱条件、登録申込方法、登録状況、メインビジュアルデータの活用、 

店舗情報変更依頼、解約依頼、食事券利用条件、振込状況、事業変更の検討状況 

消費者からの主な問い合わせ内容： 

食事券購入方法、食事券利用方法や期限、食事券取扱店、事業変更の検討状況、 

感染症対策状況 

【対応実績】 

令和2年 令和3年

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

件数 460 4,651 1,586 938 521 579 4,935 572 582 1,380 732 564 1,693 492 276 80 20,041

対応人数 6 7 6 5 5 4 5 5 4 4 4 3 3 3 3 2 69

合計
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▲コールセンターの様子
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（１６）回収済の食事券の廃棄

カウント後の食事券は、飲食店から換金申込時に受け取った換金申込書付き換金専用封

筒に戻したうえで段ボールへ入れ保管。 

EY社の審査を経て、令和 4年 1月、給付金相当額累計 2,364,809,881円分を廃棄。 
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（１７）備考

■情報セキュリティ確保

当事業の情報機器管理規定を作成し、下記の情報セキュリティ管理体制のもと運用。

安心安全に事業を運営することができた。

＊参考資料：ク［情報機器管理規定］ 
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■感染症対策

新潟県の定める対策内容に準拠し感染症拡大防止対策に努め、安全安心に事業を運営す

ることができた。 

【カウント、コールセンター】 

▼空気清浄機の設置や消毒・検温の実施

【販売窓口】 

▼購入者と販売スタッフ間に透明仕切りを設け、消毒液を設置

▼密にならないよう導線確保、並ぶ際は間隔をあけるよう POP で表示



42 

■新潟県との連携

県内の感染症拡大状況に合わせた事業運営が必要であったため、新潟県の意向確認や協

議を適宜行い、当事業による経済促進活動と感染症拡大防止対策との両立に努めた。 

■取扱店での感染症発生時の対応

取扱店にて、お客様や従業員が新型コロナウイルス感染症に感染した場合はコールセン

ターへ一報いただけるようマニュアルに記し、発生状況を把握できるよう努めた。

また、県内の飲食店で感染症が発生した旨の報道や新潟県からの発表がなされた際は、そ

の店舗が食事券取扱店であるか否かを共同事業体にて確認した。 

取扱店にて感染症が発生した際には、必要事項の聞き取りを行い農林水産省や新潟県へ報

告するとともに取扱店への感染症対策の徹底を指導した。 

■未換金分の余剰金

余剰金額は下記の通り 42,534,883円(税込)。

余剰金の使途については、農林水産省の検査終了後に新潟県等にも相談し検討する。 

販売額面金額 販売額面金額 換金額 差額 換金率

第1弾 9,375,000,000 9,343,020,500 31,979,500 99.66%

第2弾 3,000,000,000 2,979,465,500 20,534,500 99.32%

合計 12,375,000,000 12,322,486,000 52,514,000 99.58%

販売金額 販売金額 換金額 元加盟店への誤払い 誤払い考慮後換金額 差額（余剰金）

第1弾 7,500,000,000 7,474,416,400 160,800 7,474,577,200 25,422,800

第2弾 2,500,000,000 2,482,887,917 0 2,482,887,917 17,112,083

合計 10,000,000,000 9,957,304,317 160,800 9,957,465,117 42,534,883
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２、事業の実施結果(成果)、所見 

新潟県では、“地域のために地域の企業が連携する”ことをテーマに当事業を運営いた

しました。県内企業 3 社で構成する共同事業体であるからこそ県内飲食店の疲弊ぶりを肌

身に感じ連携を強化し、全国で最初に事業開始をすることができました。また、県内の飲

食業界の状況を鑑みて寄り添った事業運営を行えたものと自負しております。 

食事券第 1 弾は 75 万冊、食事券第 2 弾は 25 万冊、計 100 万冊を発行。購入予測のうえ

発行冊数を調整したことにより完売することができました。 

換金率は、食事券第 1 弾は 99.66％、食事券第 2 弾は 99.32％。消費者に対してきめ細や

かな利用期限の情報発信と飲食店に対する換金申込の促進を行ったことにより、全体で

99.58％の換金率にいたりました。当事業により、新潟県内の飲食業界で 123 億以上の需要

を喚起したことになります。 

当事業については開始前から期待の声が大きかった一方で、感染症拡大防止の観点から

反対意見が多く寄せられました。さらに、都道府県ごとに事業計画にばらつきがあったこ

とや、事業変更が度々行われたことにより、県民の混乱は大きなものでした。共同事業体

では苦心いたしましたが、混乱やトラブルを最小限におさえるために各社が連携し迅速に

対応いたしました。 

先行きの見えない不安の広がる時期に県内の飲食店支援ができたことや、地域の企業が

連携することでこのような大きな事業運営を行うことができたという事実は、大きな成果

となりました。令和４年１月現在、新型ウイルス感染症が収束したとは断言できない状況

です。当事業で得た事業運営のノウハウを今後の業務にいかし、地域活性化に寄与する考

えです。 

当事業運営にあたり、農林水産省に判断いただくことや確認する機会が多くありました

が、毎回丁寧にご対応いただきましたことに感謝申し上げます。 

新潟県 GoToEatキャンペーン食事券共同事業体 
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新潟県GoToEat キャンペーン食事券共同事業体を構成する 3社の企業情報        

                 

■株式会社新潟日報社 

 

設立     1942 年 11 月 1 日 

 

資本金    1 億 4,250 万円 

 

年商     150 億 2,591 万円（2020 年 12 月期） 

 

従業員数   508 人（2021 年 4 月） 

 

事業内容   日刊新聞の製作および発行 

 

支社     長岡、上越、東京、大阪 

 

総局     佐渡、新発田、三条、魚沼、柏崎 

 

支局     村上、十日町、糸魚川 

 

国際交流拠点 ニューヨーク、サンパウロ、上海、パリ 

 

関連会社   株式会社新潟日報事業社、株式会社新潟日報サービスネット、 

株式会社メディアシップ・ブランド 
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